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は じ め に
日本ファシズム史上,2,26事 件(1936年)以 降,日 中戦争開始(1937年7
月)か ら第二次大戦とその敗北(1945年8月)に いたる時期は,軍 部を担
い手 とし,一 方では官僚 ・重臣,他 方では大資本と政党 とによる連合的な支
配体制の形をとった 「上からのファシズム」,「国家機構 としてのファシズム」
の時代とされている(')。本稿は,こ の国家機構 としてのファシズムの起点 と
される日中戦争開始前後の時期,日 独防共協定(1936年),さ らに日独伊防
共協定(1937年)が 締結され,全 体主義の国際的な体制が生み出されつつ
ある時期における,ナ チス ・ドイツの経済政策思想の日本での受容について
検討 し,日 独ファシズム相互の間の経済思想上,経 済政策構想上の同時代的
な関連 と結びつきを解明 しようとするものである。
日本経済史の研究成果が明 らかにしているように(2),満州事変(1931年)
か ら6年,1937年 に勃発 した日中戦争は,日 本経済の戦時経済体制 ・統制
経済体制への移行の画期となった。この体制は国防経済体制ないし準戦経済
体制などと呼称されてお り,第 二次近衛内閣の経済新体制を経て,太 平洋戦
争期に突入 して,最 終的な総力戦形態をとるにいたる。 この国防経済体制は,
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日浦支を軸とした自給自足の体制と,そ の圏内の資源に基づ く,官 民協力に
よる,軍 需工業 ・重要産業を中心とする綜合的 ・計画的な生産力拡充と経済
動員の経済体制の確立をめざしていた。この構想は,日 中戦争を遂行 しつつ
同時に,総 力戦を想定 ・準備 し,平 時経済を編成替 して総力戦体制への移行
を容易にする,独 自な国家的経済体制の構築を目標にしていた。アジアへの
軍事的侵略と一体となり,ま た総力戦を用意する,軍 事的動員のこの国家的
な経済体制=国 防 ・準戦経済体制の確立は,日 本の 「国家機構 としてのファ
シズム」の展開過程を構成 し,そ の経済的基礎を形づくるものに他ならなかっ
た。総力戦を予想 し,そ れを具体的に用意するこの国防経済体制が,日 中戦
争か ら太平洋戦争に向う日本の戦時経済体制の第一段階であったとするなら
ば,そ れは,ま さにそのあとに続 く展開を予め自覚的に構想 し計画する準備
段階であったということができる。そしてこの構想にあたって先駆的な役割
を果 したのが,満 州事変の当事者,陸 軍の石原莞爾を中心に結成された組織
日清財政経済研究会であった。本稿はこの日満財政経済研究会(以 下,日 浦
財経研と略す)が 作成 した構想 ・計画に対 して,ナ チズム,と くにナチス ・
ドイツの経済政策構想がどのような影響を与えていたかを考察す るもので
ある。
ナチスない しナチス ・ドイツの経済政策思想上の影響という場合,こ こで
問題 となるのは党綱領に代表的に示されるナチス党 ・ヒトラーの経済思想の
みではな く,む しろより多 く政権掌握(1933年)か ら4カ 年計画(1936年)
にいたるナチス ・ドイツの経済体制に関わる思想であり,そ の下で現実化 し
た政策ないし政策構想 ・計画である(3)。ナチズムは,こ の場合政権掌握前の
「下から」の運動 と結びついた政策思想 としてばか りでな く,そ れ以上に
「国家機構」 と一体となったナチズムが対象となるのである。
ナチズムは周知のように多様な側面を備えていた。反ユダヤ主義 ・反マル
クス主義 ・生存圏構想 ・広域的アウタルキー思想 ・中間層維持政策 ・利子奴
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隷制打破 ・労働重視等々がそれであり,そ れらはいずれも何 らかの形でナチ
ス的な経済体制のあり方に関連を有 していた。 ファシズムの国際的提携が具
体化するこの時期の 日本に,そ れ らがさまざまな形で影響を与えたことは間
違いないのであるが,し か し,本 稿が問題にするのは,日 満支の広域的アウ
タルキー的な国防経済体制 ・準戦時経済体制の建設,軍 需工業 ・重化学工業
中心の経済力の拡充と動員,と いうこの時期の 日本の経済体制の最重要課題
に関わる構想 ・計画についてであ り,そ れ らの作成に影響を与えたナチズム
の政策 ・政策思想 こそが対象となるのである。
それはまさにアウタルキー的な軍備拡充計画としての ヒ トラーの1936年
の4カ 年計画や,そ れを理論的に支える国防経済体制(Wehrwirtschaft)
論であり,ま た経済団体の再編成をめざす有機的経済構成法であったのであ
る。経済新体制が問題となるこれに続 く時期には,ナ チスの経済思想は,さ
らに公益優先原則 ・指導者原理 ・個人的イニシャチヴ・民営自治等々の観念
と関連 して論ぜ られ,日 本的な「新体制」に重大な痕跡を残すことになるので
あるが,本 稿の課題はそれに先行する日中戦争開始期に関わるナチス的政策
思想の影響なのである④。
この問題はいうまでもな く,日 本と ドイツのファシズムの相互関連,さ ら
に両国を含めた国際ファシズムの内容的な関係に関する重要な歴史学上のテー
マといえる。 しかしこれまでの日独ファシズム史や現代経済史研究において
は,日 独両国のファシズム間のこのような内的関連については,い くつかの
言及は存在するとしても⑤,本 格的な分析は殆ど行われてこなかったといっ
てよい。われわれは確かに数多 くのす ぐれた日本ファシズム研究,ド イツ ・
ナチス研究を もち,ま た日独双方の戦時経済に関しても精緻な研究成果の蓄
積を有 している。とくにファシズムに関する歴史研究においては,こ れまで
日本 ファシズムの分析に際 して,ド イツのナチズムが問題 とされ,ま た ドイ
ツ・ナチズムの研究に際 しても,日 本のファシズムの特質 との対比が暗黙の
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前提とされてきた。だがその視点は,あ くまでも日本と ドイツのファシズム
の間の 「比較」に重点がおかれており,ナ チズムとの対比で,日 本ファシズ
ムの特殊性は強調されることはあって も(6),ナチズムない しナチス体制 が,
日本の現実のファシズム過程それ自体に内在的にいかに影響を与えたか,'政
策過程に関わった日本の同時代人が,ド イツ ・ナチズムをいかに受け止め,
どの部分を取 り容れ,何 を排除したか,と いう思想上 ・政策上の内的な 「関
係」については殆ど問題としてこなかった。両国のファシズムはそれぞれ独
立 した併行的な現象としてのみ理解されるに止まり,日 本とナチスとの関連
はせいぜいの所,「 ナチス的」 とか,「 ナチス類似の」あるいは 「ナチスを模
倣 した」 という言及のレベルに止まっていたのである。
われわれは,も ちろん日独ファシズム間の共通性 と相異点を,そ れぞれの
国における客観的事実の 「比較」や 「対比」によって解明するその意義を決
して否定するものではない。むしろそのような 「比較」の視点は,今 日,一
層重要となりつつあるのではないかとさえ考えている。 だが,そ のような
「比較」のためには,両 国の全体主義的な状況が単に類似の併行的な現象 と
してではな く,相 互に関連 し影響 し合 っていたという側面が十分 に考慮され
る必要があり,「比較」は,日 独の全体主義のそのような同時代的 ・内的な
「関係」の検討によってはじめて十全なものとなるはずである。両国のファ
シズムの共通性 と相違性はそのことによってより高次の レベルで認識される
ことになると思われるのである。
本論文は,日 本の 「国家としてのファシズム」の経済的側面を形づ くる国
防 ・準戦経済体制確立の構想に対 して,ド イツのナチス体制の政策思想 ・構
想がいかなる影響を与えていたかを考察することによって,こ のような日独
間の全体主義的体制の相互的関係を経済史的に解明しようとするものである。
それは政策過程を担 った組織やその関与者 自身による時代認識 ・現実分析,
ナチス ・ドイツ理解,日 独の共通性 ・相違性に関する彼ら自身の認識 とそれ
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を踏まえた現実への事例の適用を解明することを必要とする(7)。その ような
検討を通 じて日本の軍事的な経済動員体制の確立をめざす,い わゆる国防経
済 ・準戦経済体制が,こ れまで考えられてきたような単なる時代の流行語,
単なる時局的用語ではなく,あ る種の論理と原則をその中に含む概念であっ
たことが判明するのである。
1.日 清財政経済研究会の構想 ・計画の重要性
戦争の現代的形態としての国家総力戦が,軍 需工業 とその基盤をな・す重化
学工業 を中心とする充実 した経済力を不可欠 とし,そ の経済諸力の国家的統
制と動員を必要とすることについては,す でに1920年 代 から軍部を中心 に
認識されていた。軍需工業動員法(1918年)以 降における国家総力戦 と経
済力の総動員に関する軍部の検討の状況については先行研究が示すところで
あり,そ の際 ドイツがモデルとなっていたことについて も指摘がある(8)。こ
うして世界恐慌を背景にして軍事力拡充とブロック経済化の世界的な動向が
展開する中で,日 中戦争勃発前後の時期に,日 浦ないし日清支のアウタルキー
的な国防経済体制の建設,軍 需工業 ・関連基礎産業を中心とする経済力の計
画的拡充 ・動員が構想 されることになるのである。
満州事変(1931年)か ら6年,日 中戦争勃発(1937年)前 後 におけるこ
のような国防経済体制 。軍事動員体制の構想策定の経緯について,商 工省総
務局長(後 に岸信介商工相の下で次官)の 要職にあった椎名悦三郎は,次 の
ような要約を行 っている(9)。
① 一国経済の計画的発展政策は,す でにソ連と ドイツにおいて綜合的計
画の形をとって組織的に実行されていた。 こうした事情を背景に満州国の経
済開発5カ 年計画ができたのが1936年 で,こ の 「経済発展5ケ 年計画」は,
当時 「一種の流行語」にまでなった。このあとに続 く 「日本の生産力拡充4
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ケ年計画」と上の5カ 年計画との間には 「歴史的 ・心理的 ・社会的関連」が
存在する。 この1936年 の計画を作成 したのが日満財政経済研究会 であ
り,そ れがこのあと続 く経済力拡充計画の起点となるのである。
② 列国経済のブロック経済化に対 して,満 州事変当時から日本でも自給
自足体制の整備の必要性が認識されていたが,生 産力拡充計画の 「具体的発
案準備」は 「所謂官僚と軍部」とによってなされた。 しかし 「官民協力態勢」
が十分でな く,し か も計画が発足 した時,「立案当時予期せざりし支那事変」
に際会 した。
③ こうして 「第一次生産力拡充計画」は 「政府中心の立案」 となり,そ
の上で 「国民全般の協力」を求めるという形をとることになった。 このよう
な上からの仕方に対 して,今 や第二次近衛内閣は 「高度国防国家の建設」を
国策 とし,い わゆる新体制運動 として 「挙国」の 「翼賛運動」を展開 してお
り,こ こに漸 く計画の 「本格的態勢」が整え られるにいたった,と 。
このように当初の計画は,そ の後の,と くに経済新体制期にいたる政策立
案の出発点を形づ くったのであるが,先 行研究㈹ が示すように,こ の計画
の当初の 「具体的発案準備」 において重要な役割を果 したのは,満 州国建国
の最高指導者,陸 軍 ・石原莞爾 により結成された頭脳集団,満 鉄の宮崎正義
を代表 とする日浦財政経済研究会であった。計画 ・構想作成の経緯に関する
上の椎名の説明が,商 工省の側からみたいわば外部的な理解であったのに対
して,構 想の出発点における立案者,目 蒲財政研の中心にあって計画作成の
推進力 となった宮崎正義は,日 中戦争勃発直後,そ の経緯についてより立入っ
た形で次のように説明 している(")。
① 日浦両国経済に対する国家の計画的指導が単なる方針の指示の段階か
ら,精 密な経済建設の具体的計画による指導へと 「一大飛躍」をとげ,経 済
統制上の画期 となったのは 「目蒲重要産業拡充5ケ 年計画」の実行からであ
る。 これは 「国防上の要求」に一致する国家的な計画的経済指導の 「最初の
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標本」である。
② この計画は1936年 の初め,当 時の陸軍統帥部の指導 により,最 初の
案を 「軍備充実」を中心とする 「財政5ケ 年計画案の附案」 として作成 した
ことに始まる。その後約1年 の間に第一次か ら第四次案 までの検討を経て
「日満を一体とする綜合案原案」が完成された。同案はその後 日満両国政府
に移されて検討 された後,政 府実行案の形をとって,ま ず満州国政府案が,
ついで日本政府案が現われた。
宮崎は日本政府案について 「企画院に於て略々具体案作成せ られたりと聞
く」 と注釈をつけている。こうして宮崎は次のように指摘する。「生産力拡
　 　 　 　
充政策は其後我経済政策中の最重要なる地位を占めるに至 ったが,日 満重要
コ 　 　 コ 　 　 の 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
産業拡充五ケ年計画は,準 戦体制下の計画的経済指導の方法論的領域を開拓
コ サ
したものと考える。」(傍 点は引用者)
日清財経研が原案をいかに作成 し,そ れがその後いかに検討 されたかは,
中村隆英 ・原朗両氏の詳細な検証によって明らかにされている(注(10)参 照)。
その 「5ケ年計画」は,「国防上」の要請と一致 した国家の計画的な経済指
導の 「最初の標本」とな り,そ れは 「準戦体制下の計画的経済指導」の 「方
法論的領域」を開拓 したものと認識された。この計画 ・構想は,そ の後の過
程で修年 され,形 を変えるが,し か し宮崎のいう通 り 「最初の標本」として,
また 「方法論」 として,こ の後に続 く日本の戦時経済体制の経済動員 ・経済
力拡充の原型とな り,ま たその方法論の基準として重要な役割を果すことに
なったのである。
2.日 満財 経研 の計 画 ・構想 と ソ連 モ デル ・ドイ ツモデ ル
日浦財経研の結成者 ・石原莞爾は当初から 「皇国」 と 「アングロサクソン」
との 「決勝戦」を予想 し,そ のために 「軍事経済方面 ヨリノ研究」を重視 し
(249)43
政経論叢 第72巻第2・3号
ていたが(12),この研究会はまさにそれを実践に移す組織となった。それでは
この国防上の 「国家的な計画的経済指導」の 「最初の標本」の内容と方向は,
いかなる 「軍事経済上」の研究 ・調査に依拠 し,何 をモデルにして作成され
たのであろうか。準戦経済 ・国防経済の国家的経済指導の 「方法論」はどの
ようにして構成されたのであろうか。
椎名悦三郎は,先 の経緯に関する説明の中で,こ れに関連 してソ連と ドイ
ツの 「計画的経済発展政策」の事例の存在を示唆していた。 日本経済史の最
新の研究は,こ の両者のうち,ド イツの方式ではなく,ソ 連の計画経済の方
に注目し,そ れを決定的に重視する。たとえば小林英夫氏はこう述べる㈹。
「『1940年体制』の骨格をなす 『総力戦体制』 は,日 本 に先行 していち早
く 『満州国』で実現された。 日本で1940年 代に展開された生産力拡充計画
も物資動員体制も,そ のスター トは 『満州国』にあった。(中 略)な ぜ,か.
ように日本 に先行 して 『満州 国』で総力戦体制が作 られたのかといえば,そ
コ コ リ ロ
れはこの地が対ソ戦の最前線基地であったか らである。 したがって日本の総
の 　 　 　 　 コ 　 ロ 　 　 　 　 　 コ 　 コ 　 コ ロ
力戦体制は,ソ ビエ トでの5カ 年計画を模 してそれを凌駕 ・改良するかたち
で作 られた。」(傍 点は引用者。総力戦体制とその準備体制 との区分が重要な
のであるが,こ こでは問題に しない)
同様に岡崎哲二氏 もソ連の5カ 年計画の重要性を強調する。当時の 「政府 ・
軍部への計画化イデオロギーの浸透」に注目する氏は,日 浦財経研あ5カ 年
計画案が 「政府の生産力計画の前提」となったこと,そ の原案が日中戦争の
1年 前の1936年8月 にすでに作成されていた ことを指摘 して,次 のように
述べる('4)。
の 　 　 　
「その際,日 浦財政経済研究会を主宰 した宮崎正義が革命当時のロシアに
　 　 　 　 　
留学 し,・その後も満鉄調査部でソ連関係の調査に従事 していたソ連専門家で
ロ コ 　 　 　 コ 　 コ
あった点が注目される。ソ連の五カ年計画が軍需産業 ・基礎資材産業の急速
ロ 　 　 　 コ コ 　 　 　 　 　
な拡大 という日本政府 ・軍部が直面 していたものとまさに同一の課題を華々
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しく達成 しつつあった当時の状況を念頭に置けばこれは自然なことといえよ
う。」(傍 点は引用者)
事実,宮 崎らはソ連の第一次 ・第二次各5カ 年計画の 「資金問題」や重工
業生産統計を調査研究 している㈲。宮崎 らが作成 した計画における諸項 目,
詳細な数字の統計作業や推定計算は,ま さにソ連の計画経済運営の技術と方
法に関する彼らの研究とその適用を通 じて可能となったものといえよう。 し
かしより重要な問題は,社 会主義的体制をとらない日本が,資 本主義的な経
済体制を土台にして,国 家的な経済計画をいかに現実化させるか,と いう基
本的な方式であった。それは計画の技術的側面をこえた,国 家的な 「経済指
導」の原則的な様式 と枠組の問題である。それは総力戦を準備する準戦経済 ・
国防経済の概念の構築 とその内容に密接に関連する。それらは,生 産手段の
国有化を前提にした,社 会主義的なソ連モデルを軸にしては構成されえなかっ
たのである。
いうまでもなくこの問題は国家的な経済統制の様式に関連 している。そし
てそのような国家的な統制経済に関 して,当 時の日本にはすでに立入 った分
析が存在 していた。なかでもドイツのナチス政権登場直後に公にされた長守
善(満 鉄)の 統制経済論はとくに重要であった㈹。彼は国家による経済的統
制を世界的な傾向として重視 し,そ れを社会主義的なソ連型と,社 会主義 と
も個人的自由主義 とも異なった全体主義的なドイツ ・イタリア型(フ ァッショ
型)の 二つの類型に区別 した。長は後者のファッショ型,と くにナチス ・ド
イツの統制経済に注 目し,そ れが 「私益に対する公益の優先」の原則の下で
国家的な統制を実行するとともに,同 時に私的企業の活動と企業による自治
的な決定を広 く認めていることを重視 した。企業の団体的組織化は,そ のよ
うな国家的統制 と企業の自主的活動を媒介 し結合するものとして基軸的な役
割を果すことになる。
長守善は,日 満財経研に関与 した日本経済学の提唱者 ・土方成美(東 京帝
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大,後 退職)か ら指導を受けており,両 者の関係は緊密であった。そのこと
は 「日本統制経済全集』(改造社)第7巻 の 『統制経済政治機構』(1933年)
が,著 者は土方であったが,そ の土方が打ち明けるようにその大半を長守善
が執筆 していたことからもわかる。従 って日満財経研における政策立案に際
して土方が信頼の厚い長守善の統制経済分析を推薦 したであろうことは十分
推測できるのである。
いうまでもなく目蒲財経研にとって国家的な計画的経済指導は,私 的な企
業経営を否定 した社会主義的な中央指令型のそれではなく,資 本主義経済を
前提にした国家的統制の方式でなければならなか った。彼 らの 「方法論」』の
出発点はまさにそこにあった。 そしてそのような資本主義を土台 とする国家
的な経済統制はソ連においてではな くドイツにおいて実施されつつあった。
こうして日浦財経研によるドイツ研究は詳細を極めた。宮崎 らは,ナ チス経
済法,1936年 のヒトラー4カ 年計画,ド イツ軍需工業の状況等 々の,ナ チ
ス ・ドイツの経済体制,経 済政策 ・構想を精力的に検討 し,さ らにそれ らを
背景 とする ドイツの戦争経済論,い わゆる準戦時経済 ・国防経済=Wehr-
wirtschaft論 を詳 しく研究 した。社会主義的な ソ連 モデルとは基本的に異
なった,資 本主義を前提にしたナチス ・ドイツの国防経済体制,そ の統制経
済体制こそ彼 らの注目した現実的なモデルであったのである(17)。
1937年6月 の 「ナチス経済法」は同会のナチス ・ドイツ経済体制の研究
の重要な成果であった。ナチス ・ドイツの経済関係の法令から重要なものを
選択 ・訳出したこの成果は,同 会の 「研究」に用いられ,さ らに 「各方面か
ら其の公刊を懲悪」 され,書 物 として出版された㈹。書物刊行に先立つ訳出
作業と内部での検討は1936年 頃から始 まっていたのであり,ま さに同会の
5カ 年計画案作成の時期に重なっていた。国家的な 「計画的経済指導」 の構
想を急 ぐ宮崎 らにとって,ナ チス ・ドイツの事例がいかに重要であったかは
本訳書の 「解説」の冒頭の文言が明示 している。
46(252)
日中戦争開始期日本におけるナチス経済政策思想の受容
「1933年以来の独逸の如 く政府が国民経済の全範囲に亘って統制的立法活
動が行はれたことは(ソ ヴェー ト政府樹立当時のそれと共に)近 代国家発展
史上例の少ないところであって,然 もナチス経済法規の全部と云はむ迄 も,
大部分が少なからず有効にその機能を果 しつつあることが独逸の経済的復興
の諸数字によって証明されている。勿論各国の経済法規はその国の経済的社
会的の具体的事情 に即 して構成実施されねばならぬのであるが,か くの如き
整然たる体系の下 に統一目標を目指 して構成 されたナチスの経済法規はすべ
ての統制経済の規範であり,そ の研究によって経済政策の体制に関する殆ど
無限の暗示が與へ らるるであらう。」
日浦財経研は,こ のようにナチスの経済法規を 「すべての統制経済の規範」
と'して評価 し,そ の研究によって 「経済政策の体制」に関する 「殆ど無限の
暗示」が与え られると絶賛する。
3.ナ チ ス ・ドイツ4カ 年 計 画(1936年)の 受容
広域的アウタルキー的国防経済化一
ナチスの統制経済的な体制は,1936年 前後の再軍備 とアウタルキー的な
国防経済への移行 という新たな状況と結びついていた。 目蒲重要産業5カ 年
計画の実行を 「経済統制上」の画期とし,こ れを 「準戦体制下の計画的経済
指導」の 「方法論」の 「開拓」として捉えた宮崎正義は,そ の立案のための
経緯を先のように総括 した後,す ぐ続けて次のように述べる㈹。
「日浦重要産業拡充五ケ年計画の立案に関係 したる著者等の痛感 したるこ
とは,独 逸四ケ年計画に比 し,満 州事変後の我国が如何に恵まれたる条件の
下に於て経済建設を為 し得るかといふ点であった。」
つまり5カ 年計画の第一次案から第四次案までが構想 される1936年 か ら
1937年 にいたるそのさ中,1936年9月 にナチス ・ドイツの4カ 年計画が発
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表された。宮崎 らはそれを急遽検討 し,策 定中の計画構想と対比し,そ の参
考にしょうとした(20)。上の文章にす ぐ続けて,宮 崎は 「独逸の四ケ年計画を
発表せるヒッ トラー総統のニュル ンベルグ宣言(1936,9)」 の内容の ほぼ全
文を紹介する⑳。
つま りドイツの4カ 年計画は,ド イツ内での原料 ・燃料等の生産 と,そ れ
らの自給により節約された外国為替による食糧の確保 とドイツで生産不可能
な原料の購入とをめざしている。「さらば,余 〔ヒ トラー〕 は次のことを今
日新 しい四ケ年計画として掲げる。四年間に独逸は自らの能力に依 り,そ の
化学及機械工業並 に鉱業に依って生産 し得る限 りの一切の原料に於て,外 国
か ら完全に独立 しなければならぬ」
化学工業 ・機械工業 ・鉱山業による原料等の可能な限 りの自給,外 国か ら
の自立 というナチス ・ドイツの4カ 年計画は,ド イツの再軍備,さ らに将来
の総力戦を予想 した国防 ・準戦時経済の構想 と密接 に関連 していた。 ドイツ
経済に詳 しい小穴毅はこう指摘す る(22)。
「1936年晩秋に開始 された新四ケ年計画を以て独逸は本格的に謂 ゆる国防
経済体制の確立に向って遭逢 しだ した」 と。 また 『日本統制経済全集』 第6
巻 「産業動員計画』(1934年)の 著者で ドイツ経済研究の第一人者有沢広 巳
(東京帝国大学経済学部助教授,1938年 治安維持法違反に問われ休職,44年
2審 で無罪,戦 後復帰)は,1937年 に 「4ケ年計画の意義」に関連 させて次
のように述べる(23)。
　 　 　 　 　 　 　 コ リ 　 　 コ 　 　 コ 　 　 　
「近頃の流行語を籍 りれば,ナ チス政権下の ドイツ経済は準戦時体制にあ
ると云はねばな らない。実際,現 在の ドイツ経済は恰 も大戦時中の国家経済
管理を髪髭せ しめるものがある。ナチスは確に戦争 しつつある。『ナチオナー
ルゾチア リスムス』のために,外 国ともそ して国内でも。」(傍 点は引用者)
この認識は日清財経研のそれと一致する。同研究会 『独逸に於ける軍需工
業の大勢』(1937年8月)は,目 病5カ 年計画の策定作業の最中に準備され,
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検討 された成果と考えることができるが,そ の中で 「独逸の軍拡政策」の現
状を次のように分析 している。
今 日の世界の一般的な現象は 「軍拡熱の盛行」であり,世 界経済はそこに
「再建と再編成」の鍵を見出している。 とくに ドイツは 「世界経済の最弱の
一環」であるだけにこの傾向をよりはつきりと現わ している。その ドイツの
軍拡過程は次のように要約することができる(24)。
「政権獲得以来のヒトラーの国内政策は,次 の四つの段階を経て発展 した。
第一は,1933年 の第一次四ケ年計画に初まる失業者撲滅運動であ り,第 二
は34年 のシヤハ ト新計画であり,第 三は35年 以来の再軍備への努力であり,
そ して最後に36年 第二次四ケ年計画の実践である。すなはち,1935年 を転
期として,ヒ トラー財政は匡救財政より準戦財政へと変質 し,ド イツは再軍
備への決定的な一歩を踏み出したのであった。」
だが ドイツの軍拡政策は,基 礎要因としての原料資源が不足 しているため,
「アウタルキーへの努力」を伴わざるをえない。「このアウタルキー化への要
　 り り リ コ 　 　 　 コ 　 　 　
望こそ,ド イツを して経済統制政策,準 戦経済政策を必然ならしめた客観的
条件」(傍 点は引用者)な のである,と 。ナチス ・ドイツの政策過程 とその
段階の分析を踏 まえ,日 浦財経研はこの4カ 年計画を単なるブロック経済と
してではな く,再 軍備と軍備拡大の政策として捉え,そ れ と一体 となった原
料 自給化;ア ウタルキー化として認識 したのである。
だが日清財経研は,ド イツ4カ 年計画が発表 され る以前 の,1936年8月
に第一次の計画案を作成 していた。この計画案は,「一触即発」 の国際危機
に備えるために今後5年 間の軍需工業 ・重工業の 「増産」,そ れ ら生産物の
「積極的輸出」,そ れによる 「我国経済力の飛躍的拡充」を計画 し,「 日満支
関税同盟」の結成,国 内的には国家的経済統制の強化を構想 していた㈲。
また9月 初めの 「満州二於ケル軍需産業建設拡充計画」(1936年9月3日)
にはさらに 「軍需産業生産品ノ自給計画」 の文言が見 られ,軍 需生産品の
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「自給」,そ のための 「生産力の飛躍的増大」あるいは 「日浦プロツク」といっ
た構想 は,ド イツに先行 して軍事行動を開始 していた 日本の日満計画には当
初から現われていた。従 ってこれらの考えを ドイツの4カ 年計画に結びつけ
ることはできない。いうまでもなく 「アウタルキー化」や 「ブロック経済」
は,こ の時期より暫 く以前からの,と くに1929年 の世界恐慌以後の世界的
な問題であったのであり,と りわけ1932年 のオタワ会議によるイギ リス帝
国経済ブロックの形成は,ブ ロック経済化の世界的傾向を強める重要な要因
となっていた。ナチスによる政権掌握 と1936年4カ 年計画,ま た日本の満
州事変の背景には,す でにそのような広域的なブロック化の世界的動向が存
在 していた。ブロック化の傾向は,同 時に軍拡の展開と結びついており,そ
の最先端を行 く日本の軍備拡充計画は,上 のような世界的状況の認識に基づ
き,そ の方向に沿ってそれをおし進める形で構成 されたのである。
従 って国防経済 ・準戦経済のための原料 自給体制;広 域アウタルキー化を
めざす1936年 の ドイツ4カ 年計画は,日 本にとっては,こ れまでの計画 の
方向に沿って,そ の方向性や枠組を明確化するモデルとして受容されたもの
と考え られる。同会が作成 した翌1937年2月 の 「国策要綱」 の中で 「産業
ノ増産拡充」の第一に掲げられた 「重要原料の自給確立」や,陸 軍の 「重要
産業5ケ 年計画要綱」(1937年5月29日)の 「方針」 における 「日満及北支」
における 「重要資源」の 「自給」など,原 料資源の自給体制の目標は(26),ま
さにこのような ドイツ4カ 年計画からの影響をうかがわせるものである。こ
の時期 にす ぐ続いて 「経済新体制」の確立が重大な問題 となることは周知の
通 りであるが,わ れわれは1940年12月 に閣議決定 された 「経済新体制確立
要綱」の基本方針における 「日浦支を一環 とし大東亜を包含 して自給自足の
共栄圏を確立 し其の圏内に於ける資源に基きて国防経済の自主性を確保」す
るという目標の中により明確な形で ドイツのアウタルキー化=国 防経済構想
の日本での受容を看取することができるのではないか と考える。1936年 秋
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以降この基本方針にいたる構想策定の過程で,ア ウタルキー化 と一体 となっ
た国防経済体制の確立をめざす ドイツの4カ 年計画が日本で十分に検討され,
肯定的なモデルとして受容されたことは間違いないといえよう⑳。 日満財経
研の ドイツ分析はその起点になったのである。
4.資 本主義を前提 にした国防 ・準戦経済の形態
一 ソ連型計画経済方式の否定とドイツ型統制方式の受容
(1)ソ 連型計画経済方式の排除
軍需工業の拡大,関 連産業の拡充,ま た経済的諸力の動員のためには経済
諸部門に対する国家的統制の強化は不可避であった。 しか し国家的統制は,
資本主義経済を土台 とす る限 り,民 間企業の同意と協力が不可欠である。 日
浦財経研の計画は,当 初より 「官(軍)・ 民」の 「協力」 の原則に立 って,
国営事業 ・半官半民の特殊会社の形態と併行 して,現 存の一般民間企業の存
続と拡大を前提にしていた。資本主義的な経済機構の急激な変革を回避 しつ
つ,民 間企業に対 して国家的な 「計画的指導」を行う。これが,宮 崎正義 ら
の策定 した構想の最 も重要な基本原則の一つであり,そ の後に継承される原
理であった。
4カ 年計画に関するヒ トラーの宣言に注目した宮崎正義は,つ いでよ り具
体的な経済各部門への 「綜合的計画的指導」の必要性を強調 し,次 のように
述べる(28)。
ロ 　 　 ロ 　 　 　
「準戦経済は如上の如 く経済各部門に亘って其計画化を要求す るが,併 し
企業の国営を伴 う所謂国家計画経済を決 して必要としない。準戦経済は或国
　 り 　 　 　 づ
に於ては,例 へばソ連の如 く社会主義的計画経済形態を採るが,其 他の国例
へば独逸,伊 太利,英 国,仏 国等に於てはさうで無い。」(傍 点は引用者)
宮崎はこのように準戦経済の形態を,① ソ連型=社 会主義的計画経済形態
(257)51
政経論叢 第72巻第2・3号
と,② 独 ・伊 ・英 ・仏の非社会主義型の二つの型 に分 け,前 者めソ連型を排
除する。宮崎はソ連型 についてこう述べる。
「経済は敏感な構成体であ り其無謀な撹乱を許さない。此鮎特殊のイデオ
ロギーに基きブルジョア経済機構の意識的破壊を敢えて し,社 会主義経済へ
の転換期に於て国民経済の荒廃を齎 らしたソ連の計画経済の経験そのものが
明白に其不適性を示 している。」 こうして宮崎は社会主義的な計画経済の方
式を排除 し,独 ・伊 ・英 ・仏型の方針を採用する。
② ドイツ型方式の受容
ついで 「ブルジョア経済機構」を前提にした独 ・伊 ・英 ・仏の型の中で,
宮崎はとくに ドイツ方式に注目し,再 度 ヒトラーの演説を引用する。
「独逸に於てはヒッ トラー総統の演説及び当の財政綱領の示す如 く,準 戦
経済と計画経済とは一致すべきものでは無い。即ち 『国家は単に国家政策的
に必要な方向に経済を導くことを自らに要求するだけであって,他 方では国
家は個々の経済方針の遂行と経済的イニシアテイヴを個人の自由な判断力と
自由な私経済に一任 しているのである。』」
準戦経済=国 防経済における 「計画的経済指導」は国家政策的に必要な方
向への経済の 「指導」であって,そ れは個人の自由な判断と自由な私経済に
もとつ く 「経済的イニシヤテイヴ」を前提とし,重 視する。こうしてナチス
経済思想における国家的統制の原理と個人的イニシャチヴ ・自主性重視の二
元性が認識 され,積 極的に評価されて受容される。
「統制」の合 目的性 ・合理性の観点から日本では 「国民経済の重要 なる形
態」 としては 「私経済の存続」を認め,国 家がこれに対 して 「計画的な経済
指導をふるうことが,準 戦経済形態として最も適 してみる」。宮崎はこのよ
うに断言する。
「斯 くして国民経済に対する目的意識的な,計 画的な,国 家の経済指導が,
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我国現下の国防経済の本質的な構成部分であると言ひ得る。即ち私経済諸企
の 　 　 ロ 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　
業の運営は能率的な企業者の自発的努力に委ねるが,経 済機構の全領域に亘
　 　 ロ 　 　 ロ 　 　 　 　 　 　 ロ コ 　 　 　 　
つて強力なる国家権力によって計画性を附与 し,一 個の有機体としての経済
体制の機能を,戦 争 目的遂行のために最高限に発揮させることを目標とする
の 　 　 ロ 　 　 コ
のである。 これが我現下の国防経済の形態である。」(傍 点は引用者)㈲
私経済を前提にしてなおかつ計画的な経済指導は如何にしてなされるか。
それは 「有機体 としての経済体制」の構成を必要 とする。すなわち私的企業
の組織化 と有機的な編成がそれである。その模範とされたのが再びナチス ・
ドイツのそれであ った(30)』宮崎は述 べる。 「我国防経済の組織 に於ては,
例へば独逸の一般法たる 『独逸経済有機的構成準備法』(GesetzzurVor・
bereitungdesQrganischenAufbauesderdeutschenWirtschaft,34,2.27)
の趣旨は相当取入れ られてよいと考へ る。」
ヒトラー政権掌握の翌1934年 に実施されたこの法律は,職 業身分制的な
い し団体制的な観点か らドイツ経済を編成 しようとする重要な試みであった。
宮崎は次の点に注目する。①農業を除 く国民経済の部門ごとの編成にもとつ
く経済団体の形成。それにより経済団体が当該部門の唯一の代表者 となった
こと。②組織成員の活動については指導者原則が基本原理 とされ,各 部門で
主導的な企業家が指導者(フ ユーラー)と して任命されるにいたったこと。
③企業家 ・企業の経済的要求が原則的に保証されたこと,で ある。
このことは既存のカルテル的組織のあり方と関連 してくる。宮崎はナチス ・
ドイツにおける強制カルテル法等のカルテル統制を 日本の重要産業統制法と
重ね合わせる。 ドイツのカルテル統制 としての 「カルテルの国策化」は,カ
ルテルの変質論(=独 占的組織から合理的調整的組織への転換論)に 依拠 し'
て,こ の組織を積極的に採用 し,産 業の技術的同業組合化をめざすものであ
る。 日本においては厳密な強制カルテル制度は存在しないが,重 要産業統制
法は投資制限条項とアウ トサイダーに対するカルテル協定への強制服従命令
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とを含んでいる。そこでこれを活用してカルテルを 「国防経済の一環として
の機能」をもつように編成 し,カ ルテルはその範囲内においてのみ自由な活
動が許容 されるようにならなければならない。いわゆる 「カルテルの国策化」
の方式である。その場合 「最早やカルテルといふのは穏当でないものとなら
う。」
宮崎のこの認識は,日 浦財経研の 『ナチス経済法』「解説」 の理解に対応
している。それはこの法律をナチス体制とその統制経済の根本をなすものと
して重要視 し,次 のように捉える(31。「階級国家より団体国家(Standestaat)
への組織変更はナチス統制経済の基本的思想である。諸諸の経済領域の団体
的自治制による経済の組織法が従ってナチス経済法に於ける組織法の根本を
なす。」
ナチス統制経済の 「基本思想」は,ま ず 「階級国家」から 「団体国家」へ
の組織的変更として認識される。Standestaatを このように旧い身分制的な
ものとしてでな く,現 代的なコーポラティズムとして理解 していることに注
意 しなければな らない。その上でこの法律は,そ れを目的とする経済の組織1
法 として決定的に重視される。 ナチス経済法の基軸となるこの組織法を宮崎
は国防経済体制の経済統制の基本方式として注目したのである。ナチスによ
る経済の組織化の原則は,そ の場合,「 団体的自治制」にある。個別の経済
主体が中心となり,団 体のピ員たることを自覚 し,国 民経済の有機的一部分
として活動することが求められる。経済団体は部門の代表者 となり,指 導者
原理(FUhrerprinzip)が 成員の活動の原則 となる。
カルテル ・コンツェルン等の独占体1こ対するナチス ・ドイツの政策に関 し
ても 『ナチス経済法』の理解は宮崎のそれと重なる(32)。カルテル もナチスの
基本原理たる 「団体国家」の観点によって位置づけられるのである。カルテ
ルは公共性を備えた自治的団体の分肢として許容され,国 民経済全体の利益
に合致す る範囲内で自由な行動が認められる。1933年7月 のカルテル令改
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正令及強制カルテル創設法(GesetznberErrichtungvonZwangskartelle)
の趣旨はこのように解釈された。
「ナチスのカルテル法制は社会民主主義支配の下に於ける独占体の社会化
乃至国有化を何等目的とするものでなく,経 済活動の内容は全 く各独占体の
自由に委せ(生 産競争 〔前出〕はその一例である),た だその公共性,即 ち
全体の国民経済の厚生に役立つ性質といふ一般的条件を與へたのである。其
処にも亦指導者原則が貫かれてみる。」
勿論 このようなナチス理解は宮崎 ら日浦財経研のメンバーによっては じめ
て与えられたわけではなかった。ナチス ・ドイツの経済政策に関しては,上
述 したように長守善が経済団体の有機的編成の措置やカルテル関係立法に注
目し,ほ ぼ同趣 旨の認識を提示 していたか らである㈹。
ナチス的統制経済を特徴づけるものとして宮崎 らによって肯定的に評価 さ
れた,団 体的自治,自 主的統制の観点,指 導者原則,カ ルテル等の 「国策化」
などは,現 実に日満5カ 年計画の中に組みこまれ,日 本の国防経済体制の枠
組の基本的な構成要素として構想されているように思われる(胆)。たとえば陸
軍試案の原形になったという研究会の 「重要産業5ケ 年計画要綱実施二関ス
ル政策大綱(案)」(1937年6月10日)の 「産業統制政策」 の中には,「 強
力」な政府の指導の下での 「官民一致労資協力」が提唱され,「 現経済機構」
を前提にして,「有用人物」の 「動員」と並んで,「民営事業」の 「自主的統
制」が重要視され,ま た 「重要産業統制法」の 「一般カルテル法」への改正,
「新設及拡張統制条項」の活用による 「新規投資ノ誘導」,「公益規定」 の強
化などが構想されている㈹。
また同年2月 に作成 された先の 「国策要綱」ではより具体的に重要産業に
ついては,① 石油 ・石炭 ・鉄鋼 ・自動車 ・化学工業の一部の 「指導的犬合同
体」の新設,② その他の重要産業における自主的カルテル(強 制カルテル併
用)の 結成による国家的見地に立 った統制の強化が提示されている。ついで
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「全国産業の団体化 ・組織化」として,各 産業分野における①部門別組合の
結成,② 地域ごとのそのピラミッド型連繋,そ して③中央での全国組合総連
会の形成が計画されている⑯。われわれはそこにナチス的な統制経済の方式
が基本的に受容されていることを知ることができる。
以上のように経済団体の組織化は,社 会主義的なソ連型 と異なる資本主義
的な経済統制にとって,最 も重要な意味をもつ ものである。上の構想は,企
業の自主性を主張する経済界の利害を前提にして,そ れを取 り込みつつ国家
的に包摂 しようとするものであった。だがこのような 「上から」の統制的組
織化に対 しては財界側がそれに対 して激 しく抵抗 した。 こうして経済団体組
織化の問題は,こ の後,経 済新体制論にいたる時期の最 も重要な問題となる
のである。周知のように,軍 部や企画院 ・革新官僚の構想 と,そ れに対する
財界の反嬢は,ま さにこの時期を特徴づける最 も重要な出来事であった。
しか しやがてその中で経済団体の再編成とそれによる統制への対応が,経
済界自身の中か ら構想されるようになる。その一つが1938年 における日本
商工会議所会頭伍堂卓雄と同理事松井春生の商工会議所を柱 とした経済団体
再編の構想である。それは戦時経済統制の現実を前提にし,財 界の自主性を
貫 きなが ら統制的な方向に協力 しようとするものであり,こ の場合 も団体自
治を認めるナチス ・ドイツの統制方式がモデルとされた。 この企画は財界の
主流である日本経済連盟会の反対によって挫折す る。だがこの連盟会におい
ても1940年 になると重要産業懇談会を中心に 「民営自主」 を前提 とした重
要産業中心の経済団体の再編が構想作成され,そ れが統制会の考えに結びつ
くのである。そしてこの場合 もナチス ・ドイツの方式が参考 にされているの
であるが,そ の具体的な過程については別稿においてすでに明らかにした⑳。
ともあれ軍部 と企画院 ・革新官僚 と財界 との対立は 「経済新体制確立要綱」
の成立をもって妥協的に決着する。それは 「官民協力の下 に重要産業を中心
として総合的計画経済を遂行」すること,そ の際 「経済団体の編成に依 り国
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民経済をして有機的一体」 とすることを提唱 した。企業体制 として 「民営を
本位」 とした 「要綱」は,国 家的な経済指導のために,民 営企業の組織化=
「経済団体」の有機的編成を計画する。 このように 「経済新体制」 の構想の
重要部分に,ナ チス ・ドイツの統制経済方式を参考にした日満財経研の計画
原案の基本的観点が,上 のような経過の中で修正されつつ,し か も本質的に
継承され吸収されることになったのである。
5.準 戦経 済 ・国防経 済体 制論 とナ チ ス ・ドイツ の
Wehrwirtschaft(国 防 経済)論
(1)総 力戦の前段階としての準戦経済 ・国防経済体制論の重要性
日清重要産業拡充計画案をはじめ一連の計画は,軍 需産業 と関連基礎産業
(重化学工業)の 計画的増産,経 済諸力の国家的動員をめざす もので,す ぐ
れて軍事的,軍 拡的な性格をもっていた。それは近代戦の質的変化,す なわ
ち戦争の綜合国力戦化,総 力戦化とそれに伴う軍需産業 ・関連産業,さ らに
全体的な経済力の拡充 とその総動員の必要性の認識と結びついていた。予想
される総力戦に対する準備 と,進 行中の日中戦争の遂行のための軍事的経済
力の国家的拡充と,そ の動員 ・統制,そ れを実現する経済体制は,当 時の人々
によって 「国防的」・「準戦的」 と呼称された。 この独特の同時代的名称は殆
どそのままの形で一 しかしその意義に関する検討を欠いたまま 今日も
歴史叙述の用語として使用されている。
日満財経研の計画を 「国防上の要求」 と結合 した国家の 「計画的経済指導」
の 「最初の標本」 と自負する宮崎正義は,そ の 「国防」の意味に関連して㈹,
「国防国家の体制」は,「事変の継続」,「国是」の実現,「 起 こるべき次 の総
力戦に対する準備」のために,「国力強化の質及量」によって規定され る,
と説明する。
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「国防国家」の経済面での国家的な計画的指導は,「 国防経済体制」の重要
な課題である。宮崎らはその際 「国防」を 「準戦」ないし 「準戦時」とも呼
び,「準戦経済体制」を 「国防経済体制」 と同置する。
「準戦経済」・「国防経済」なる用語はこのように,日 中戦争の遂行と総力
戦準備のための軍事的な国家的動員体制=統 制経済体制を表現する,独 自な
意味を備えていた。だがこれまでの経済史研究はそれを必ず しも明確には捉
えてこなかったように思われる。たとえばこの時期の 日本経済史研究を代表
する中村隆英氏は,論 文 「『準戦時』から 『戦時』経済体制への移行」(35)で
この言葉を表題として用いながら,た だ次のように説明するだけに終わって
いる。「「準戦時』経済という言葉は,広 田内閣の馬場鋏一蔵相が用いた言葉
だそうである。二 ・二六事件以後,最 強の政治勢力となった陸軍と協調 して,
軍事費の増額,赤 字公債の増加,大 増税を行おうという 『馬場財政』が必要
となったゆえんは,『非常時』を上回る 「準戦時』だからであった。」
つまり 「準戦時」なる言葉は,広 田弘毅内閣の馬場鎮一蔵相の名前 と結び
つけられる,「非常時」 と同列の単なる時代用語 として理解 され るに止 まっ
ている。だがすでにその同 じ時期に先の有沢広巳はこの用語を単なる時代的
流行語 として用いることを戒め,社 会科学的な概念として使用することを提
起 していた㈹。
「我国においては準戦時体制 といへば,簡 単に兵器戦争のための準備,特
にその財政的準備施設の如 く考へてるる者があるが,こ れは皮相の見解であ
る。馬場蔵相がその大増税のために税制改革案の発表にあたって,こ の画期
的増税をいはば準戦時体制だと述べて以来,こ の言葉は各方面において愛用
されてるるが,言 葉の真の意味は,単 に戦争に対する財政部面における準備
　 コ 　 　 　 コ コ 　 ロ 　 コ 　 　
の意味に局限されて解すべきではな く,そ れは全国民経済の戦争準備のため
　 　 　 の
の体制化の意味でなければならぬ。なぜなら,こ こに予定されてるる戦争は
全体戦争であ り,こ れがための準備を単に財政的施設 に局限することは,再
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び大戦前の,例 へば りーサー教授の時代に逆行することにほかならないから
である。」(傍 点は引用者)
有沢はその理 由を次のように説明 している。将来の戦争が全体戦であり資
材戦であることは明らかである。客観情勢の緊迫とともに各国において経済
上の戦争準備の問題が日程に上 り,準 戦時経済体制や国防経済が問題 となる
のはその現われである,と 。「準戦時経済」 と 「国防経済」 とは同 じ意味で
あり,そ れは客観情勢が緊迫するなかで,予 期される全体戦争 ・総力戦を経
済的に準備する独自な体制なのであって,単 に日本だけではなく,列 強各国
に共通する現象だったのである。
第一次大戦の経験 により,戦 争技術の高度化 ・機械化,戦 争の規模の巨大
性 ・全面性,長 期性 といった現代戦争の特質はすでに一般的に認識されてい
た。その認識の上に総力戦に必要な経済力を如何に拡充 し動員するかが問題
となる。平時経済を総力戦経済にいかに転換させるか,そ れは第一次大戦前
には問題 とはならず,最 初の総力戦を経験 した大戦後になってはじめて認識
された大きな課題であったのである。
陸軍経理学校教官で経済学博士でもあった森武夫は,大 著 『戦時統制経済
論』(1933年,日 本評論社)の 中で,す でに各国の 「産業国防の強化」 の状
況を分析 し,軍 隊動員計画 と併立する軍需動員 ・軍需工業組継化計画や国家
的規制の強化による戦争経済準備の意義について言及 していた。 しか し森の
観点は基本的には平時経済 と戦時経済 との二区分法にもとづいてお り,戦 争
経済は平時経済の戦争への適応 ・改編 として しか理解されなかった。そこで
は準備的段階の独自な設定は認識 されていなかったのである。
それに対 して宮崎 ら日満財経研のグループは一歩進めて平時経済 と戦争
(総力戦)経 済 との中間に,経 済体制の独自な段階として,国 防経済 ・準戦
経済の段階を設けたのである。それは平時経済の総力戦経済への直接的な
「総動員」ではな く,平 時経済を前提に しつつ しか も起こるべ き(あ るいは
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1起こすべ き)総 力戦 に対 しそ可能 な限 りの準備 を整 え る,そ の ような独 自な
意味を備 えた体制 であ った。 日中戦争 の勃発 がそれに新たに加 わ った。 それ
は総力戦 に向 う状況 を加速す る条件 であ った。 国防経 済は単 な る防御的な意
味 にお いてではな く,'防 衛 の名 目による積極 的な対外軍事 活動 の拡大 と,そ
れが導 く将来 の総力戦 への切迫 した準備 の意 味が与 え られた。 国防経済 は文
字 通 り 「準戦経済」 と同置 され,戦 争経済 的な要素 を備 えた,従 ってすでに
戦 争経 済への移行 を示 す経済体制 と して位置 づけ られたのであ る。
それで は宮崎 らのこのような国防経済体制構想 は如何 なる根拠 に もとづい
て構成 されたので あろ うか。 かつて安藤良雄氏 は,第 一次大戦期 の 日本軍部
の軍 需工業動員計画が ドイツの それ をモ デル に していたこと,そ の影響 はそ
の後 も継承 され,「 満州事変以 降の総動員体 制」 におい ては ナチ ス ・ドイ ツ
がモデル とな った,と 指摘 したことがあ った㈲。安藤氏 はそれ が具体的 に何
であ ったか につ いては言及す ることがなか ったが,そ れは1936年4カ 年 計
画 と殆 ど軌を一 に して登場 して くる ドイツのWehrwirtschaft(国 防 経済)
論(42)であ ったので ある。
戦争 経済の研究 は目蒲財経 研の精力的な活動の一環 をな して いた。 その中
心 部分 をな したの が ドイ ツのWehrwirtschaft論 で あ った。 ミュ ンヘ ン大
学教 授G.フ ィ ッシ ャー(GuidoFischer)の著書Wehrwirtschaft,Ihre
GrundlageundTheorien,Leipzigl936が翻訳 され,1937年10月 に 『準 戦
経 済 ト戦時経済』 と してガ リ版で印刷 された(43)。翌1938年 に は,ド イツ陸
軍少佐 ヘ ッセ(KurtHesse)刊 行の 『戦 時経 済年報』(Kriegswirtschaftliche
Jahresberichte)1938年 版 に掲載 された,ヘ ッセ ら4論 文が訳 され,『 戦 争
経済 に関す る研 究』(1938年10月 〔例言 〕)と して同 じくガ リ版 印刷 された。
このヘ ッセは,国 防経済論の提起者 として,日 本で注 目されて いた人物であ
る(44)。研究 会は ドイ ツ語のWehrwirtschaftに 訳 語 と して 「準戦 経済」 と
「国防経済」 の語 を当てていた。 その用法 は先 の宮崎正 義 の構想 の用 語法 に
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一致 す る。 宮崎の いう 「準戦体 制下の計画 的経済指導の方法論 的領域」 の検
討 は,ま さに この訳 出作業 に時期的 に重 な っていた。 と くにフィ ッシャーの
Wehrwirtschaft論 が,そ のよ うな 「方法論」 の 「開拓」 に際 して か参 り重
要 な役割を演 じたので はな いか と考え られる。 そ こで フィ ッシャーの国防経
済論 の特徴についてみ ることに しよ う。
(2)ド イ ツ の 国 防 経 済(Wehrwirtschaft)論一G・ フ ィ ッ シ ャ ー を 中 心 に 一
フィッシャーは国防経済と戦時経済 とを区別する。国防経済は,国 防軍
(軍隊)の 経済的需要(軍 用器材 ・資材等の調達)の 充足を配慮 し,経 済的
動員を準備する体制である。つまり総力戦に対 して平時においてすでに 「平
時経済か ら戦時経済への転換(Umstellung)」 が準備 されなければな らな
い。それは平時経済の反対物ではな く,む しろ現代における平時経済の形態
なのである。 フィッシャーは述べる㈹。
　 　 　
「将来 の総 力戦(dertotaleKrieg)〔 全体戦争一 日満財政 経済 研究 会 訳,
以 下 同 じ〕 が もた らす 国 民 防 衛 ・国 土 防 衛 の新 形 態 は,予 め平 和 時
(Friedenszeiten)か ら準備 され,訓 練 されて いなければ な らな い。 総力戦
　
を可能に し,ま た総力戦によって始動するすべての経済的方策の構築は・国
　 　 　 　 　 　 　
防経済(Wehrwirtschaft)〔 準戦経済〕の任務で ある。 しか し国防経済 は戦
時経済(Kriegswirtschaft)の ための例外 的状 況あ るいは準備 と して はみな
され るべ きではない。将来の総力戦 は一切の国民的諸力 を予 め平 時において
把握 し,戦 時において もそれ らを保護す るようにす るか らであ る。 それ敵船
　 　 　 　
力戦 を 目標 と して編成 された国防経済 〔準戦経 済〕 は平 時経 済(Friedens-
wirtschaft)〔 平和経済〕 の反対物 と呼ばれた り評 価 された りす るこ とは決
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の
してできない。国防経済 〔準戦経済〕はむ しろ平時経済 〔平和経済〕の現代
　 　 　 　 コ 　 コ 　 　 　 　 　 　 　
的に条件づけられた新 しい形態なのである。」(傍 点は引用者)
「国防経済」を平時経済の現代的形態 どみるフィッシャーの観点は,総 力
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戦の準備を国際関係における政治的 ・社会的な新たな発展段階の表現 とする
理解に対応 している。第一次大戦前的な平時経済の諸条件と,こ の新 しい段
階の総力戦準備の国防経済的要請 とが結合 し,平 時経済の新 しい形態が形成
されることになる。従って平時経済の状況は今や伝統的な形態をとらず,19
世紀的な平時経済への復帰は行われえない。総力戦の準備は,国 民経済の転
換=国 防経済的転換を促進 し,そ れは旧来の世界的経済関係を変質 させた。
国防経済的転化は,同 時に併行 して進展 しつつある自由主義的経済形態の転
換,市 場経済の自己調整的均衡の解体,国 家による計画的規制と経済再編成
による構造転化 と表裏一体の関係 にある。経済の構造転化に対応 した保護関
税 ・輸出入許可制 ・為替管理等の対外的対抗政策や失業問題への国家的対応
な どは,上 のような国防経済的転換と相互 に関連 し合っている。 しかしドイ
ツの場合この転換は社会主義に見 られるような国家による経済運営の全体的
把握を意味 しない。国家はただ国策上必要な方向に経済を管理することが重
要であって,経 済的イニシャチヴは個 々人の自由な判断と私的経済に委ねら
れている。
以上のような認識を踏まえ,フ ィッシャーは,「 国防経済」 の課題 として
具体的に二つの領域を提示す る。一つは軍の全需要の経済的充足,も う一つ
は経済的動員,つ まり旧来の平時経済の国防経済的転換であり,そ れらにつ
いて準備す ることである。 この国防経済は国民経済の構造転化によって条件
づけられているのである。
「国防経済」はその際二つの段階を経過する。①第一段階は経済的動員計
画である。それは国防のために経済的に準備することである。つまり(a庫の
需要充足の確保 と,(b)戦争のための経済力投入の計画作成,企 業 ・個人の意
識の向上などである。②第二段階は狭義の経済上の動員,つ まり国防的平時
経済の戦時経済への編成替である。それは高度な戦争危機の開始とともに必
要になる。
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フィッシャーは,そ のためには現実の経済状況 ・経済諸力の正確な認識が
前提 となるという。彼は,さ らに統計的知識の利用,独 自の指導機関 ・執行
機関の設置 と既存諸組織の活用,ま た自国軍需工業の建設 と外国からの自立
化,必 要な物資 ・機械 ・原料の生産の外国からの自立,そ のための経済部門
の編成替,重 要原料等に重点をおいた輸入規制,等 を重視する。また,軍 需
関係品の規格化 ・標準化 ・技術開発,軍 需品調達における国営 ・民営併立方
式,発 注配分による景気変動の調整,発 注の組織化,独 占 ・特権の排除 ・競
争入札制,見 積等審査,費 用計算の統制による利益率の公正化,等 々の具体
的な措置を提起 した。
このフィッシャーの国防経済論が日清財経研の準戦経済 ・国防経済の計画
とその方法論の 「開拓」 にかなり重要な役割を演 じたことは十分推察される
ところである㈹。
総力戦の準備的段階としての平時経済の国防経済への転換,つ まりフィッ
シャーのいう第一階梯の計画に着手 した日満財経研は,日 中戦争勃発ととも
に,急 遽戦争経済的要素を強 くもった国防経済の第二階梯のより戦時経済的
な構想に重点を移すことになった。それは研究会が注 目したK.ヘ ッセの国
防経済論における戦時への 「過渡的経済」ないし 「戦争経済」に相応するも
のであった。だがヘ ッセは,平 時経済 ・国防経済 ・戦時経済の区分の下で,
戦争終了後は平時経済への復帰の可能性を確信していた。国防経済体制はもっ
ぱら戦争 と関係づけられ,そ の限 りで一時的現象でしがなかった。これに対
してフィッシャーは国防経済を,国 民経済 ・世界経済の構造転化,国 際関係
の政治的 ・社会的発展の新 しい段階における現代的な平時経済として認識 し,
本来的な平時経済への復帰の可能性を否定 した。国防経済は総力戦への準備
であるが,そ れは経過的ではなく,戦 争準備それ自体が中間的な恒常的状態
として考えられたのである。国防経済体制はもはや単なる時局的な課題では
なく,現 代を特徴づける経済体制,歴 史的発展における一つの現代的段階と
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して位置づけられた。
宮崎正義は自らの国防経済論をこのような理解にあたかも符合させるかの
ように述べる㈹。欧洲大戦後の市場経済破壊の現象は世界恐慌 として表面化
し,日 本も世界経済の一環として恐慌に巻き込まれた。国際経済はその後交
換経済の原則に立つ自由主義的調和を解体 し,資 源と市場の争奪戦,国 民経
済の対抗時代が出現する。こうして自由主義的国際経済の凋落 と国民主義的
準戦経済の台頭が世紀の動向なった。 日本も今や経済政策の根本的変更 と質
的転換が必要になった,と 。
さて先に見たように,有 沢広巳は 「準戦(時)経 済」・「国防経済」の用語
を単なる時代的な流行語 として解することを批判 し,そ れが社会科学的な意
味をもった客観的概念であることを主 張 した。有沢はヘ ッセ らの ドイツの
Wehrwirtschaft論 を分析しつつ,「準戦時経済」・「国防経済」 を 「戦時経
済の体制化」として捉え,そ れを次のように説明す る。全体戦争は兵器戦 と
並んで,む しろそれ以上に経済戦の性格をとるが,こ の経済戦遂行のために
は軍隊動員 と並んで国民経済の動員が必要となる。それは戦時経済の体制化
を意味する。各国は第一次大戦の経験 に学んで既に軍需工業動員法から進ん
で国家総動員法を制定 してこれに対応 しようとしている。それ故,平 時経済
は開戦 と同時に,戦 時経済体制に移行するのではな く,最 近の動向は平時経
済か ら戦時経済への転換の中間に過渡的な段階が存在 し,こ の段階において
戦時経済のための基礎工作が行われることを示 している。 この過渡的段階が
準戦時体制,も しくは国防経済化に他ならない。 こうして国防経済化の段階
においては,国 防的見地が第一義的となり,経 済政策がこの点に集中 し,さ
らに国家が直接的に経済を指導 しようとする。それ故国防経済の段階は,質
的にはむ しろ戦時経済に近 く,直 接的戦時状態ではないが,「 既に戦争経済
の前段階であ り,即 ち準戦時体制である。」
有沢はこのように 「国防経済」は 「直接的戦時状態ではないにしても,既
64(270)
日中戦争開始期日本におけるナチス経済政策思想の受容
に戦争経済の前段階であ り,即 ち準戦時体制である」 と規定 した㈹。この文
章が書かれた1937年 に日中戦争が勃発 し,有 沢は翌38年 に労農派教授グルー
プ事件によって東京帝国大学経済学部の休職を余儀な くされた。 こうして
「国防経済」は彼の指摘がなされたその時に 「直接的戦時状態」 にまで踏み
こむにいたっており,間 もなく1941年12月 に日本は 「総力戦」 に突入す
る(41)。
6.国 防 ・準 戦経 済体 制 の 日本 的特 質一おわりにかえて一
以上われわれは,日 本の戦時統制経済体制の原型が企画 され構想 された日
中戦争開始期において,そ れを特徴づける国防経済体制 ・準戦経済体制の計
画が,ナ チス ・ドイツの4カ 年計画や統制経済 の方式,ま た国防経 済
(Wehrwirtschaft)論 と如何に関連 していたか,ナ チス的な経済政策構想が
如何に検討 され,受 容されたかを見てきた。「ナチスの経済心が国防経済心
に通ずるやうに,ナ チスの経済構成は戦争経済及び戦争経済を平時に準備す
る国防経済にとって最善の基礎をなすものである。」 ナチス経済の事情に
詳 しい小穴毅は当時のナチス ・ドイツをこのように特徴づけた㈹。 日中戦争
が長期化し,そ れへの対応として経済新体制が問題となる1940年,小 穴 は
ナチス ・ドイツのこの体制を日本がどれほど注目し,参 考にしたかを強調 し
た(51)。すなわち日中戦争の長期化 により経済機構は戦時体制に移行するが,
その際 ドイツの第一次大戦期の戦時統制経済政策とともにナチスの準戦時政
策が参考とされ,「我が国の実情に適応するやうに修正補強 されて採用 され
た。」その理由は 「ドイツの平時経済機構と日本のそれとの近似性だけでな
しに,ド イツが営んだ戦時経済なり,又 今 日の国防経済な りが全 く世界的に
見て価値のある見本であり,実 験済みの尊い資料を提供するからである。」
小穴のこの指摘はまさに日浦財経研の構想策定とその後の経過 に相応する
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ものである。たとえば企画院 ・革新官僚として経済新体制を構想する中心人
物 ・美濃部洋次は,1938年 の論文において,軍 拡の世界的状況に対応する,
重工業を中心 とした産業の再編成の必要性を強調するのであるが,そ の際美
濃部が採用したのがこの準戦経済体制論であった(52)。美濃部のこの論文がナ
チスの国防経済的な経済体制論に依拠 していたことは明 らかであり,そ れが
日満財経研の成果にもとつ くものと推定することは決 して困難ではないだろ
う。 目蒲ブロックない し東亜経済 プロ・ックにおける 「重要原料の自給確立」,
官民協力を原則 とした国家的な経済指導体制,そ のための経済の組織化 ・団
体化,等 をめざす国防経済体制の構想の原型は,企 画院等政府の計画案の構
想過程の中で修正 されつつ,1940年 末の 「経済新体制確i立要綱」 の 「基本
方針」 に継承され,完 成されるにいたった。
もちろん軍需工業を軸とする重要産業の生産力拡充の具体的な計画作業に
当っては,ド イツ ・モデルではな く,ソ 連の1928年 に始 まる第一次5カ 年
計画,さ らに1932年 か らの第二次5カ 年計画の重化学工業等の拡充計画 と
その方法が参考にされ,ま た国民経済の産業的関連の計算的技法が研究され
たことは,先 行研究が重視するように事実であった。だがソ連の経済計画の
方法がどれほど先駆的で技術的に優れていたとしても,資 本主義的関係の廃
棄 と社会主義の発展をめざす ソ連方式は,計 画の方法や具体化のための基本
的条件が資本主義経済を土台とする日本 と本質的に異なっていた。その技法
の適用にはの り越え難い制度的限界が存在 していたのである。ナチス ・ドイ
ツのモデルはこれに対 して,そ のような技術的な領域においてではな く,広
域アウタルキー的な国防経済体制と経済統制 ・経済動員の構想の基本的な観
点 ・方向性 ・枠組に関 して 「方法論」と理論 とを提供 したのであった。
もとよりナチス的な経済思想 ・経済政策構想がそのまま受容 されたわけで
はな く,小 穴毅が指摘 したように,そ の多 くは 「修正補強 されて採用」 され
たのであ り,ま た採用 されずにむしろ排除され否定された部分 も存在 した。
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ナチスがその運動の中で提示 した 「利子隷属制の打破」(ナ チス党綱領第ll
条)に 集約的に表現されたナチズムの 「反資本主義的」な要請がそれであっ
た。宮崎は次のように指摘する(53)。「
「猶太の超国家的金融資本よりの解放,利 子奴隷制の打破をスローガ ンと
するナチスの金融政策の特色は,未 だ積極的にはその立法に殆ど片鱗さへ も
窺ふ事は出来ない」と。 ドイツにおいてナチスの 「利子奴隷制の打破」のス
ローガンは,権 力掌握後はその経済構想から事実上排除されてお り,宮 崎も
このような 「反資本主義的」とされる観念を排除する。 しか しこのことは私
的企業に対する 「利潤制限」の排斥を意味 しない。むしろ彼は,そ れを準戦
経済の重要問題と考え,ド イツの資本投下法(Kapitalanlagegesetz,'34,3.
29)と 公債投資法(Anleihestockgesetz,'34,12.4)に 注 目した。次年度配
当額を6パ ーセン ト(一 定の条件においては8パ ーセント)に 制限 し,こ れ
を超える利潤の部分を金割引銀行による公債またはうイヒ保証公債所有に使
用するこの方式を,彼 は 「公益のたあの利潤制限」 としてではな く,「資本
の源泉酒養の目的」に結びつける。彼は国家総動員法11条 の発動 をめ ぐる
日本での配当制限問題を 「統制政策の国民各層に與へる負担 と犠牲の均分 と
いふ政治的,社 会的観点」から捉えるべきであって,そ の 「第11条 発動」
が反対されるようでは 「我国は果 して高度国防国家たり得」るかと疑問を提
示する。 こうして 「総力国防の具現を可能な らしめる政治力」の 「不足」が
問題 とされたのである。
国防経済体制の問題はまさに経済的統制を実現する国家的な 「政治力」の
問題に関連する。だが宮崎らにとってその 「政治力」のあり方は,ヒ トラー・
ナチス党独裁あるいはファシス ト党独裁の方式であってはならなか った。そ
れは日本の 「国民思想」のあるべき姿に関連 してくる。1937年12月 作成の
日満財経研の 「国策要綱」は冒頭に 「国民思想ノ統一」を掲げ,次 のように
「鼓吹」する(風)。
(273)67
政経論叢 第72巻第2・3号
「日本民族哲学ノ樹立一 マルクシズム,リ ベラリズム等我力国体 ト民族
性二惇ル思想体系乃至ハ独伊直訳 ノブアシズム等二対 シ,真 二我力国体ノ本
質二透徹セル豪壮ナル民族哲学 ヲ樹立ス。」
このように日浦財経研は 「国体」 と 「民族性」の観念に立脚 していた。そ
の観点か らマルクス主義と自由主義が否定され,併 せて 「独伊直訳 ノブアシ
ズム」が排除された。だが 「直訳」ではない 「ファシズム」,「国体」 と結び
つ く 「ファシズム」は否定されず,是 認 される。そしてマルクス主義と自由
主義 ・個人主義の排除,そ の徹底的な弾圧は ドイツのナチズムの本質的な特
徴であった。木下半治はそれをまさに 「全体主義」の本質 として次のように
定義 していた㈹。
「狭義では ドイツ ・ナチズムと同義であり,広 義では個人主義,自 由主義
に反対する集団主義 統制主義の革新原理の意に用ひられる。後者の義にお
いては各国各様の全体主義があり得るわけであり,イ タリーのファシズム,
ドイツのプアシズム,日 本の国家主義乃至 日本主義等々皆然 りといひ得る。」
ナチズムは 「個別よりも全体を重 しとし,か かる全体の具体物 として民族
の価値を最大に評価する」(木下半治)。反マルクス主義 ・反自由主義の 「全
体主義」としてのこのナチス体制は,「国家主義」・「日本主義」 の形をとっ
た反マルクス主義 ・反 自由主義の 日本の 「全体主義」 と共通する。その全体
主義的な ドイツの 「国防経済」的な統制経済体制のモデルが,日 浦財経研の
構想においては,日 本の天皇制的 「国体」的な観念に結びつけられた。「準
戦経済」・「国防経済」の構想の実現のためには,国 民の 「国体的」観念,つ
まり天皇制イデオ ロギーに支え られた独自な 「政治力」が不可欠である。そ
れはナチス党独裁の ドイツの全体主義とは異なる日本的な天皇制的な全体主
義でなければな らない。それはまさに日本型の 「国家 としてのファシズム」
に他ならない。
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《注》
(1)丸 山眞男著 『増補版 ・現代政治の思想 と行動』未来社,1964,1965年(11
刷),32頁,38頁 以下。
(2)近 代 日本研究会 「年報近代日本研究9・ 戦時経済』山川出版社,1987年,
原朗編 『日本の戦時経済』東京大学出版会,1995年,各 所収の諸研究,ほ か
参照。原朗氏は後者の書物で次のように指摘している(同 「日本の戦時経済」
5頁)。 「日本は1931年 に満州事変を起 して中国侵略を開始 したが,満 州事変
期の日本経済は1929年 から31年 にかけての恐慌からの景気回復過程にあり,
経済全体が戦時経済に移行するのは1937年 の藍溝橋事件により日中戦争が全
面化 してか らのことであった。政治史あるいは軍事史の観点か らみれば1931
年から45年 の敗戦までを一続きにして15年 戦争 として捉えることができるが,
経済史からみれば1937年 以降のみが戦時経済 として捉え られ るのであ り,
1932年 から36年 までの満州事変期は経済に対する軍事の影響はなお小さ く,
基本的には平時経済と考えられる。」
(3)ナ チスの経済思想という場合の 「思想」はここではそれを最 も広い意味で理
解している。ナチス思想がその内に矛盾を多 く含み,理 論を欠いた単なるイデ
オロギーで しがなかったということはくり返 し指摘され,同 時代人の多 くもま
たそのように認識 していた。にも拘 らずそれを一つの 「思想」 として取上げる
意味は,ド イツにおいてそれが同時代の人々の関心を惹きつけ,多 くの支持者
を見出し,政 治的運動の重要な推進的要因となったからである(こ のナチスの
経済思想をナチス政権掌握期に,同 時代の日本の学者 ・知識人がいかに分析し
ていたかについては,拙 稿 「戦前 日本におけるナチス経済思想の分析」明治大
学 『政経論叢』第71巻1・2号(2002年12月)を 参照願いたい)。1933年 政
権掌握後のナチス経済体制の下での政策構想や政策それ自体についても,上 に
述べたことと同じことがあてはまる。そして同時代の日本人は,ナ チズムない
しナチス体制の中に資本主義の危機に対する対応のあり方として,一 定の論理
の存在を認あ,こ れを日本の問題にひきつけて解釈 し,自 国に対応 させようと
したのである。本稿はこの点に注目している。
(4)経 済新体制の問題とナチス経済思想との関連については,拙 稿 「日本におけ
る 『経済新体制」問題とナチス経済思想」明治大学 「政経論叢」 第72巻 第1
号,参 照。ナチズムを特徴づける反ユダヤ主義が,同 時代の日本でいかに問題
とされたかは重要な論点である。それはゲルマ ン民族の優越性論 と結びついた
人種主義 として,ま たユダヤ的金融資本の排除(=利 子隷属制打破)と して問
題 とされた。反ユダヤ主義の立場は,名 目ではあるが,と もかくアジアにおけ
る英 ・米はじめとする白人的帝国主義の支配の排除と諸民族の協和を主張する,
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当 時 の 日本 の支 配 的観 念 か ら見 て,受 け容 れ 難 く,ま た後 者 の主 張 は そ れ が 資
本 主 義 的 営 利 に対 す る 「反 資 本 主 義 的 」 な 観 念 につ なが る可 能 性 を もつ こ とか
ら,日 本 の 支 配 勢 力 か ら はむ しろ距 離 を お い て捉 え られ,し ば しば批 判 的 に 受
け止 め られ た。 こ れ らは 日本 で の ナ チ ズ ム評 価 の 重 要 な論 点 で あ るが,こ れ ま
で あ ま り問 題 と さ れて こな か った 。 本 格 的 な 研 究 が 期 待 さ れ る と ころ で あ る。
な お 注(3)拙 稿(と くに加 田 哲 二 の ナ チズ ム論),参 照 。
(5)政 治 史 の 分 野 で あ るが,石 田雄 著 『現 代 政 治 の 組 織 と 象 徴 』 み す ず 書 房,
1978年,第6章,安 部 博 純i著 「日本 フ ァ シズ ム研 究 序論 』 未 来 社,1973,1995
年,同 著 『日本 フ ァシズ ム論 』 影 書 房,1996年,須 崎 慎 一 著 『日本 フ ァ シ ズ
ム と そ の 時 代』 大 月書 店,1998,1999年(2刷),経済 史 の 分 野 で は,安 藤 良
雄 著 『太 平 洋 戦 争 の経 済 史 的 研 究 」 東 京 大 学 出版 会,1987年,ほ か 。 外 国 人
に よ る研 究 と して,WilliamM.FletcherIII.TheSearchforNewOrder,
UniversityofNorthCarollinaPres:,1982.なお こ の 時 期 に お け る 日 独 間 の
外 交 史 的 な 研 究 と して は,と くに三 宅 正 樹 著 『日独 伊 三 国 同盟 の研 究』南 窓社,
1975年,義 井 博 著 『日独 伊 三 国 同 盟 と 日米 関 係 』 同,1987年,ま た 翻 訳 と し
て テ オ ・ゾ ンマ ー著 『ナ チ ス ドイ ツ と軍 国 日本 』 金 森 誠 也 訳,時 事 通 信 社,
1964,1971年(2刷),があ る。
(6)日 本 的 特 殊 性 の強 調 は,し ば しば フ ァシ ズ ム概 念 の 日本 へ の適 用 の否 定 に ま
で 行 きつ く。 そ の よ うな 研 究 状 況 に対 す る批 判 と して は,た と え ば石 田,前 掲
書,回 章,安 部,前 掲 『日本 フ ァシズ ム論 』 第1編 。 ア メ リカ人 歴 史 家 に よ る
戦 前 ・戦 時 日本 史 の理 解 に お け る 同 じよ うな 動 向 に 対 す る批 判 と して は,A,
Gordon,LaborandImperialDemocracyinPrewarJapan,Berkley/Los
Angeles/Oxford1991,pp.331.
(7)最 近 の 欧 米 で の 日本 経 済 研 究 は,日 本 の戦 後 経 済 体 制 に対 す る戦前 ・戦 時 期
の 政 策 ・構 想 の影 響 と連 続 性 を重 視 し,そ の 際,日 本 の戦 時経 済 体 制 が ドイ ツ
の そ れ を モ デル に して い た こ と に注 目 して い る が,そ の 関連 の具 体 的 な 説 明 は
著 し く不 十 分 で あ る。 と もあれ この よ うな研 究 動 向 の た め に も 日独 間 の 「関係 」
の 問 題 が早 急 に 解 明 さ れ る必 要 が あ る だ ろ う。 た と え ばBaiGao,Economic
IdeologyandJapaneseIndustrialPolicy,Cambridge,1997,pp.12,25-28,69,
96-101;GerhardLehmbruch,Theinstitutlonalembeddingofmarket
economies:theGerman``Model"anditsimpactonJapan.in:Wolfgang
Streeck/KozoYamamura(ed.),TheOriginsofNationalCapitalism.Ger
manyandJapaninComparison,Ithaca/London,2001.
(8)加 藤 俊 彦 「軍 部 と統 制 経 済 」 『社 会 科 学 研 究 』 第29巻1号,1977年,同
「軍 部 の経 済 統 制思 想」 東 京 大 学 社 会 科 学 研 究所 編 「フ ァ シ ズ ム 期 の 国 家 と社
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会』2,東 京大学出版会,1979年,由 井正臣 「軍部 と国民統合」同上1,同
1978年,安 藤,前 掲書,附 議1,ほ か。
(9)椎 名悦三郎著 「戦時経済と物資調整』産業経済学会,1941年10月,同12
月(4刷),177頁 以下。
(10)日 本近代史料研究会編 『日満財政経済研究会資料』第1巻 ～3巻,1970年,
中村隆英 ・原朗 「解題」,同 上,山 崎志郎 「生産力拡充計画の展開過程」前掲
『年報近代日本研究9』,同 「生産力拡充計画資料」原朗 ・山崎志郎 『戦時経
済総動員関係資料集 ・解説と目録』現代史料出版,2002年,ほ か。 また学術
書 というより一般書に属する書物であるが,小 林英夫著 『超官僚』徳間書店,
1995年,同 「「日本株式会社」を創った男 ・宮崎正義の生涯』小学館,1995年
(以下 「「日本株式会社」」 と略す),小 林英夫 ・岡崎哲二 ・米倉誠一郎 ・NHK
取材班著 『「日本株式会社」の昭和史』創元社,1995年 。 この研究会には土方
成美(東 京帝国大学経済学部教授,後 退職),今 野源八郎,越 村信三郎,古 賀
英正,ほ かの経済学者が協力 した。小林 『「日本株式会社」』122頁 以下。経済
史の分野ではないが,松 沢哲成著 『日本ファシズムの対外侵略』三一書房,
1983年 をも参照。日中戦争期の全般的な状況については,松 浦正孝著 『日中
戦争期における経済と政治』東京大学出版会,1995年,参 照。
(ll)宮 崎正義著 『東亜連盟論』改造社,1938年,93頁 以下。
(12)『 超国家主義』(現 代B本 思想大系31)筑 摩書房,1964年,解 説(橋 川文三
「昭和超国家主義の諸相」)52頁 。
(13)小 林 『「日本株式会社」』「はじめに」
(14)岡 崎哲二 「戦時計画経済と企業」東京大学社会科学研究所編 『現代 日本社会
4』 東京大学出版会,1991年,378頁 以下。氏は,企 画院もソ連を 「経済運営
のモデル」 としたと指摘 している。
(15)『 現代史資料8(日 中戦争1)』 みすず書房,1964年,所 収の 「日満財政経
済研究会業務報告書」701頁,小 林,前 掲書,118頁 以下。
(16)長 守善著 『ファッショ的統制経済』日本評論社,1934年 。なお,前 掲拙稿,
74頁 以下 も参照。
(17)同 上 「報告書」参照。小林氏も同会の ドイツ統制経済への関心を指摘 し,さ
らにその影響について示唆しているが(同 上,122頁,128頁,130頁),単な
る指摘に止まっている。岡崎氏の場合は理由は明 らかでないが,ド イツへの言
及を全 く欠いている。 これに対して安藤良雄氏は 「満州事変期以降の総動員体
制の推進にさいしても,ナ チス ・ドイツをモデルにした」と指摘 し,ド イツの
影響に留意 している。同上,392頁 。
(18)日 清財政経済研究会編 「ナチス経済法』 日本評論社,1937年,「 例言」参照。
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もとの ドイツ語原本は,WernerHoche(Hrsg.),DieGesetzgebungdes
KabinettsHitler:dieGesetzeisReichundPreussenseitdem30Januar
1933insystenlatischerOrdnung,Berlin1933-1939で,そのうちの1933,34
年の法令。なお翻訳は岩野晃次郎 ・竹原八郎が行ったという。
(19)宮 崎,前 掲書,94頁 以下。
(20)た とえばW.Kolbe/H.Martzloff/F,Behrens(Hrsg.),DerVierjahrsplan
が翻訳 され,日 浦財政経済研究会 『独逸四ケ年計画法令集』(昭 和13年3月)
としてガリ版印刷されている。
(21)宮 崎,前 掲書,94頁 以下。なおこのヒトラーの 「宣言」は上記の 『法令集』'
に含まれている。
(22)小 穴親署 『独逸国防経済論」森山書店,1938年,序,48頁 。
(23)有 沢広巳著 「戦争と経済」 日本評論社,1931年,327頁 。
(24)日 浦財政経済研究会 『独逸に於ける軍需工業の大勢』(昭 和12年8月),3
頁以下。
(25)「 昭和12年 度以降5年 間歳入及び歳出計画 ・付緊急実施国策大綱」(昭 和1]
年8月17日)『 研究会資料』第1巻 。「満州二於ケル軍需産業建設拡充計画」
(第一次中間報告),同 上所収。
(26)両 計画とも同上所収。
(27)ア ウタルキー的構想=大 地域経済主義は,こ のように日本のアジアへの侵略
と一体となっていた。それは国土の狭険さ,資 源の貧弱さ,人 口の過剰 という
認識を背景にして,総 力戦への対応のための,と くに原料資源の軍事的経済的
確保の必要性に結びつけられ,あ たか もそれが 日本の 「生存権」であるかのよ
うに位置づけられた。このようなアジアへの拡張主義=侵 略主義に対して,ゲ
ルマン民族の 「広大な生存圏」に関するヒトラーの生存圏思想がいかに影響を
与えたかは重要な問題であるが,本 稿においては両者の関連を具体的に跡づけ
ることはできなかった。民族主義 ・人種主義と結合 したナチズムのLebens-
raum思 想が,名 目的ながらも白人による帝国主義的アジア支配の排除と民族
協和を唱える日本的帝国主義にいかに受け止められたかは興味深い論点で,注
(4)で 触れた反ユダヤ主義の場合 と同様に,本 格的な研究が期待されるところ
である。さし当って前掲拙稿,73頁,参 照。
(28)宮 崎,前 掲書,100頁 以下。
(29)同 上,103頁 。その上で次のような限定をつけ加える。「然 し次の事 は言っ
て置 く必要があらう。それは資本主義経済に対する国家の計画的指導の強化を
以て,所 期の目的を達成 し得ざる場合には,統 制の,よ り完全にして効果的な
る方法を採らざるを得ぬといふことである。故に現段階に於て,資 本主義経済
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の 示 す 実 績 の如 何 が,次 の経 済 動員 を 決定 す るで あ ら う。」
(30)宮 崎,前 掲 書,103頁 以 下 。
(31)日 浦 財 経 研 編,前 掲 『ナ チ ス 経済 法』,2頁 。
(32)同 上,5頁 以 下 。
(33)前 掲 拙 稿,78頁 以 下,参 照。
(34)小 林,「 「日本 株 式会 社 」』130頁 以 下 の 短 い指 摘 を も参 照 。
(35)上 記 『資料 』 第1巻,13頁,248頁。
(36)同 上,318頁 以 下 。
(37)前 掲 拙 稿 「日本 に お け る 『経 済 新 体 制』 問 題 と ナ チ ス経 済 思 想 」 で そ れ を分
析 して い る。 な お,松 浦,前 掲 「日中 戦 争 期 にお け る経 済 と政 治 』180頁 以 下
も是 非 参 照 願 い た い。
(38)宮 崎,前 掲書,60頁 。
(39)上 出 『年 報近 代 日本 研 究9」 所 収,1頁 。
(40)有 沢,前 掲書,7頁 。
(41)安 藤,前 掲 『太 平 洋 戦 争 の 経 済 史 的 研 究 』292頁,295頁 。
(42)Wehrwirtschaftは,通常 は 「国 防 経 済 」 と訳 さ れ た。 た と え ば,小 林 良 正
編 『新 独 逸 政 治 ・経 済 語 彙 』 日光 書 院,1942年 。 ヴ ェル サ イ ユ 条 約 に規 定 さ
れ た ドイ ツ のReichswehrが 「国 防軍 」 と訳 され,1935年5月 の 法 律 で こ の
言 葉 をWehrmachtに 改 称 した が,こ れ も 「国 防 軍 」 と訳 さ れ て い る。H,H.
Lammers/H.Pfundtner(Hrsg.),Grundlagen,AufbauundWirtschafts-
ordnungdesnationalsozialistischenStaates,Berlin1936の邦 訳 『新 独 逸 国
家 大 系 』第3巻6「 国 防軍 」(F.Haselmayer,DieWehrmacht,in:a.a.0.,Bd.2)
〔訳 者 は陸 軍 大 尉 山崎 藤 吾 〕 日本 評 論 社,1939年,参 照。 日中戦 争 開始 期 に は,
こ のWehrwirtschaftの 訳 語 に 同時 に 「準 戦 時経 済 」 とい う語 が 当 て られ た。
こ の 「国 防経 済 」 は 「国 防 国家 」 と不 可 欠 の 関係 に あ る。 総力 戦 が予 想 され る
状 況 に お い て は,国 防軍(軍 隊)だ け の強 化 で は不 十 分 で,全 国 民 が 国 防 の 任
に 当 らな けれ ば な ら な い とい う観 念 に も と づ き,旧 来 の 「武 装 した 国 民 」
(VolksinWaffen)を遥 か に超 え た 「国 防 国民(wehrhaftesVolk)」の 概 念
が 生 じ,そ の よ うに組 織 さ れ 指導 され る 国 家 を 「国 防 国 家 」(Wehrstaat)」 と
呼 ん だ。 「国 防 国家 」 は,国 家 の一 切 の機 能 が 対 外 的 な 抵 抗 力 を 最:高 度 に保 障
す るよ うに 整 備 され,同 時 に 国 民 が 国 防(Landesverteidigung)のた め 義
務 を 自覚 し,そ の遂 行 の た あ に 身 を捧 げ る 用 意 を 整 え た 国 家 の こ と で あ る。
Haselmayer,a.a.0.,30,S.2],邦 訳453頁 。 八 一 ゼ ル マ イ ェ ル は 「国 防 国 家 」
は戦 争 志 向 的(StrebennachKrieg)では な く,平 和 的 だ と して い る が,同
時 代 人 は そ の よ うに は 見 な か った。 「経 済 新 体 制 」 が 問 題 とな る1940年 頃 には,
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「国防国家」から 「高度国防国家」の語が用 いられるようになる。木下半治
『新体制辞典」(朝 日新聞社,1941年)は この語を次のように定義 している。
「総力戦を勝利的に戦ふため,単 に軍備のみならず,政 治,経 済,文 化など,
国家生活のあらゆる領域にわたって国防を主眼として一元的に運営して行 く国
家体制である。高度国防国家体制の必要はつとに感ぜられてるたところである
が,我 が国においてことにやかましくなって来たのは1940年5～6月,ナ チス ・
ドイツの赫赫たる軍事的勝利をみて以来である。ある場合にはナチス的全体主
義国家体制の別名 として用ひられたこともあった。」なお,関 連 して安部博純
「〈国防国家〉の形成H(⇒G」 北九州大学 「法政論集」第17巻33,34号,
1990年,第19巻3号,1992年,参照。
(43)こ の書物は,マ ルクス経済学者伊藤好道(1937年12月 人民戦線事件逮捕)
によっても 『国防経済論』(萬 里閣,1940年)と して翻訳されている。G.フ ィッ
シャー(1899-1983)は,経 営学の学者 で,戦 後は労使の同権思想 に基づ く
パー トナーシャフ ト論を提起 した。川崎文治 「フィッシャーのパー トナーシャ
フト論」海道進 ・吉田和夫編著 『ドイツ経営学説史』 ミネルヴァ書房,1970
年(2刷),参 照。
(44)有 沢,前 掲書,8頁 以下。 また菊地春雄著 『ナチス戦時経済体制研究』 東洋
書館,1940年,19頁 。なお国防経済をめ ぐる論議については,赤 松要 「国防
経済学の綜合弁証法」赤松要 ・中山伊知郎 ・大熊信行著 『国防経済総論』巌松
堂,1942年,第1節 。
(45)G.Fische若Wehrwirtschaft,Leipzig1936,S.23,日浦財経研訳, 1頁,伊
藤訳,37頁 。
(46)た とえば宮崎,前 掲書,97頁 を参照。
(47)同 上,86頁 以下。
(48)有 沢,前 掲書,7頁 以下。
(49)国 防経済の一定期間の永続性ないし段階性に関する認識は,経 済学における
国防経済学ないし戦争経済学の誕生を促 した。経済学において戦争はこれまで
再生産表式論 との関係で論ぜられてきたが,今 や経済力の育成と集中,国 家的
統制と市場経済,国 家的経済と民間企業活動,そ の下での均衡の可能性や経済
表の適用,等 々との関連で問題 とされる。中山伊知郎著 「戦争経済の理論』日
本評論社,1941年,は その一例である。
(50)小 穴,前 掲書,46頁 。
(51)同 署 『ナチスの戦争経済政策』時代社,1940年,6頁 以下。
(52)美 濃部洋次 「工業政策の日本的転換」『科学主義工業』第2巻1号,1938年
6月 。なお,前 掲拙稿,参 照。
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(53)宮 崎,前 掲 書,105頁 。 以 下 も同 じ。
(54)前 掲 『資 料 』 第1巻,311頁 。
(55)木 下,前 掲 書,115頁 以 下 。
DieEinwirkungdeswehrwirtschaftlichen
DenkensdesnationalsozialistischenDeutschlands
aufdiejapanischeWehr-und
Kriegswirtschaftsplanungvorundwahrend
derZeitdesChinesisch-JapanischenKriegs
OsamuYanagisawa
ImJahr1936,einJahrvordemAusbruchdesChinesisch-Japani-
schenKriegs,organisierteOberstIshiharaKanzi,einfahrenderMilitar,
der1931beidermihtarischenOperationinderMandschureieinegrosse
Rollegespielthatte,eineBeratergruppe,denArbeitskreisfUrJapanisch-
MandschurischeWirtschaftundFinanzen(NichimanZaisei-keizaiKen-
kyukai).DieseBeratergruppesollteeinenPlanfUrdieUmwandlung
von・derFriedenswirtschaftzurKriegswirtschaftinJapanulldder
Mandschurei,inVorbereitungaufdenkommendentotalenKrieg,
aufstellen.DerDirektordesArbeitskreises,MiyazakiMasayoshivom
WirtschaftsforschungsratderMandschurischenEisenbahn-Gesellschaft
undseineKollegen,meistSozialwissenschafter,warenalsMitgliederder
BeratergruppernitderBearbeitungdesPlansfurdieStarkungder
militarischenWirtschaftskrafteunddieMobilisierungderWirtschaftin
JapanundMandschureifUrdenzukanftigenKriegbeschaftigt,DerPlan,
dervondieserGruppeerstelltwurde,wurdevomMilitarundvorallem
imPlanungsamt,dasimOktober1937insLebengerufenwurde,umdie
PlanefurdieKriegswirtschaftaufzustellen,weiterbearbeitet.DerPlan
dersog.NeuenWirtschaftsordnung,dendasPlanungsamtentwarfund
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derendlichimDezember1940imKabinettformuliertwurde,enthieltdie
wichtigstenGrundsatzederWehr-undKriegswirtschaftJapans,die
auchalsGrundlagederWirtschaftfurdentotalenKriegwahrenddes
PazifischenKriegsfestgehaltenwurden,aberdergrundlegendeTeil
davonstammteausdemPlan,denderArbeitskreisfurJapanisch-
MandschurischeWirtschaftundFinanzenaufgestellthatte .Dieser
Artikelversucht,denEinflussderwehrwirtschaftlichenVorstellung
nationalsozialistischenDeutschlandsaufdieerstePlanungvondieser
ExpertengruppefurdieUmstellungvonderFriedenswirtschaftzur
Wehr-undKriegswirtschaftJapanszuskizzieren.
InderbisherigenForschungderjapanischenWirtschaftsgeschichte
wurdedieEinwirkungdesNationalsozialismusaufdieWirtschaftspoli-
tikJapansvordemZweitenWeltkriegofterwahnt,abernochnicht
grUndlichuntersucht,IneinigerneuererwirtschaftshistorischenLitera-
turwirdallerdingsangefUhrt,dassderPlanfurdieKriegswirtschaftin
diesemArbeitskreissowieimPlanungsamtnachdemModellder
PlanwirtschaftdessowjetischenRussland昌ausgearbeitetwordenware,
ohneBerUcksichtigungderbisherigenHinweiseaufdenEinfluss
Deutschlands.DieswirddamitbegrUndet,dassMiyazaki ,derDirektor
derBeratergruppe,einSachverstandigerfurdierussischenPlanwirt-
schaftgewesensei,unddassdiefUnfjahrigeWirtschaftsplanung
RusslandsseinvorderstesVorbildfurdiestaatlicheOrganisiertmgder
Wirtschaftgewesenware,InderTatisteszwarnichtzuleugnen ,dass
dasrussischeBeispielvonMiyazakiulldseinenKollegeneingehend
geprUftwurdeanddasstechnischeMethodenfurdiePlanungder
WirtschaftinderSowjetunion,wiez.B.dieKalkulationderProduktion
indeneinzelnenWirtschaftspharenundderganzenStaatswirtschaftbei
derErarbeitungdesPlansuntersuchtundauch'benutztwurden .Aber
siebetrachtetenesauchalsentscheidend,dassdiePlanwirtschaftim
RusslandaufderGrundlagedesSozialismusstand,indemdas
PrivateigentumdesProduktionsmittelsaufgehobenunddieprivaten
Unternehmennichtmehrgenehmigtwaren,unddieWirtschaftsmass-
nahmendurchdie .diktatorischesowjetischeStaatsgewaltdurchgefUhrt
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wurden.SolcheBedingungenfandmaninJapannicht,wodasWirt-
schaftssystemkapitalistischwar.DieExpertendesArbeitskreises
dachten,dasstechnischeMethodenderrussischenPlanungauchfUr
Japanbenutztwerdenk6nnten,aberdieGrundlagendesSystemsganz
andersalsdasinJapanwaren,wodiegelenkteWirtschaftfardenKrieg
nurUberdieZusammenarbeitvonStaatundprivatenUnternehmen
verwirklichtwerdensollte,
NebendemrussischenBeispieluntersuchtenMiyazakiundseine
KollegenauchdasdeutscheVorbildsehreingehend.Dasnational-
sozialistischesDeutschland,wodieRegierungversuchte,aufder
GrundlageprivaterUnternehmungeneinegelenkteWirtschafthervor-
zubringen,erregtedasInteressederzeitgen6ssischenJapaner.Eine
ReihevonGesetzendesNationalsozialismusfUrdieWirtschaftwurde
vondenMitgliederndesArbeitskreisesinsJapanischeUbersetztund
ver6ffentlicht.UnteranderemwurdedasGeSetzzurVorbeitungdes
organischenAufbauesderdeutschenWirtschaftalsbesonderswichtig
erachtet.DerdeutscheVierjahresplanl936mitHitlersRedewurde
intensivanalysiert.VoralleminteressiertensichdieSachverstandigen
derGruppefurdietheoretischeFormulierungderWehrwirtschaft,
besondersdievonGuidoFischer.SeinBuch1)歪 θ 肋 ん7ω 舵 ∫cんφwurde
vonihneninsJapanischeUbersetzt.
AusdieserUntersuchungderorganisatorischenStrukttlrder
nationalsozialistischenWirtschaftergabsich,dassdieKriegswirtschaft
JapansdurchdieOrganisierungderWirtschaftsverbandeundUnter・
nehmensgruppenaufgebautwerdensollte,mitdemZweckdassdie
RegierungundPrivatunternehmenfUrdenKriegzusammenarbeiten
k6nnten.DerVierjahresplanHitlersbestarktediebisherigeRichtung
derPolitikdermilitarischenExpansionJapansinAsien,undwurde
dazubenutzt,dieVorstellungderAutarchierungderGrossraumwirt-
schaftzwischenJapan,derMandschureiundNordchinafUrden
kommendentotalenKriegkonkretzuformulieren.Besonderswichtig
fUrdenjapanischenPlanderKriegswirtschaftwardiedeutsche
Vorstellungvonder。Wehrwirtschaft".AusderErfahrungdesErsten
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Weltkriegswarschonerkannt,dassderkommendetotaleKriegdie
gesamteWirtschaftdesStaatesfordernwUrde.InderKrisenzeit,der
verscharftenpolitischenundwirtschaftlichenSpannunginderWelt,
wolltemandieWirtschaftvorbereitendfurdenKriegderZukunft
umstellen.SowurdeinDeutschlandzurZeitdesVierjahresplansdie
VorstellungvonAufrUstunginderneuenFormderLandesvertei-
digung,derWehrwirtschaft,formuliert,wiesiedentotalenKriegder
ZukunftbringenundbereitsinFriedenzeitenvorbereitetundgeUbt
werdensollte.DieGestaltungderwirtschaftlichenMassnahmen,dieden
totalenKriegersterm6glichensollten,wardieAufgabederWehrwirt・
schaft.DieWehrwirtschaftsolltedahereinebesondereStufeder
WirtschaftgestaltungzwischenderFriedenswirtschaftunddereigent・
1ichenKriegswirtschaftdarstellen.SiemussteeineneueGestaltder
FriedenswirtschaftinderdrohendenKriegsgefahrprasentieren.
MiyazakiundseineKollegeinderExpertengruppehieltendenBegriff
derWehrwirtschaftfUrsehrwichtigfurdenPlanderUmstellungder
WirtschaftJapansundderMandschurei,andzwarnichtnurfurdie
AusfUhrungdermilitarischenOperationeninChina,sondernauchfur
dieVorbeitungdeserwartetent6talenKriegs.DieVorstellungder
Wehrwirtschaft(NationaleVerteidigungswirtschaft,KokuboKeizai),
WirtschaftinVorbereitungaufdentotalenKriegnahmeineSchlUssel・
stellungindemEntwurfdesArbeitskreisesundauchimPlanderNeuen
Wirtschaftsordnungein.
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